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生活経済政策研究所の『生活経済政策』で
は、間宮陽介京都大学教授が「市場主義を相
対化する経済学」として毎回、経済書を取り
上げて紹介している。第 4 回（2008 年 7 月
号）は宇沢弘文氏の『社会的共通資本』（岩波
書店）ととりあげ、市場と社会を一体的に論
じる社会的共通資本によって市場主義的経済
学を相対化するものと述べている。同じく第
5 回は（2008 年 8 月号）は、ガルブレイス氏
の『ゆたかな社会』であり、その結びには「ゆ
たかな社会においては、民間資本投資と社会
資本投資とがアンバランスだとの指摘も、い
まの小さな政府の時代にこそ重みを増すとの
確信を持った」と述べられている。 
 『日経ビジネス』（2008 年 8 月４・11 日合
併号）は、「バラク・オバマ 行き詰まる米国
の熱狂と焦燥」はオバマへの政治人気の高さ
を伝えるともに、新しいタイプの大統領が登
場した背景に、アメリカが唯一の超大国であ
る地位が脅かされている事情があることを伝
えている。 
 『週刊東洋経済』（2008 年 8 月 2 日号）は、
「総点検 日本の老後」という特集のなかで、
医療費抑制が進むことによる問題や、財政市
場主義が介護制度に与えた厳しい現実などが
取り上げられている。そのなかで、権丈善一
慶應義塾大学教授の「政府不信をあおるほど
社会保障再建はできなくなる」という指摘は
たいへん重要であると思われる。 
 
 わが国では、道州制は議論としては盛んで
あり、政府の道州制ビジョン懇談会や自由民
主党道州制調査会などでは、その実現に向け
て積極的な姿勢を示している。また経済界や、
地域的には九州や関西なども、全構成員が一
致しているとはいえないまでも道州制に対し
て前向きである。田村秀「道州制論議の行方」
『地方自治』2008 年 7 月号は、そのような
道州制推進の動きをレポートしつつ、世論調
査で道州制反対が賛成を大きく上待っている
ことを引用しつつ、政治的リーダーシップだ
けでなく、国民的世論の盛り上がりがなけれ
ば実現は難しいとの見方を示している。地方
分権の推進は政府の既定路線であるが、道州
制の導入は、地方分権推進委員会が最終報告
のなかで示した分権改革のアジェンダに則る
限り、分権改革のなかでも特に最終的な段階
に位置すべきものであって、それに至るまで
にどうしてもクリアしなければならない課題
がある。たとえば、地方分権改革推進委員会
の第一次勧告が示した義務づけの緩和などは
その際たるものであろう。国民世論の喚起の
みでなく、地方分権改革を、あるべき手順を
踏んで進めていくという観点も重要であると
いえる。 
 
 地方分権改革における義務づけの見直しの
焦点の一つは、都市計画制度の見直しである。
折しも都市計画法の抜本改正についての検討
が進んでおり、『地域開発』（日本地域開発セ
ンター、2008 年 7 月号）は、線引き制度を
いかに扱うかなど、今回の検討課題がどこに
あるかを示すなど、興味深い内容となってい
る。その背景には、人口減少社会の到来や景
観法や地球温暖化問題への対処などの新たな
課題がある。「市町村の役割を前提に都市計画
を考える」ことを基本としつつも、分権的な
仕組みを導入することがかえって予定してい
ない望ましくない効果をもたらさないように
する配慮が求められている。 
 
 地方分権改革が進むなか、大都市、中小都
市と町村の規模の格差を前提に、どのような
分権改革が望ましいかという厳しい議論が浮
上している。地方分権改革推進委員会の委員
でもある露木順一開成町長の「分権改革で問
われる町村の気概」『都市問題』（2008 年 8
月）の論考はたいへん興味深い。 
 
